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大規模組織経営体による農地集積の進展と経営展開
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Advanced Farmland Collection and Management Development Led 
by Large-scale Organized Management Entities
− A Case Study in Tonami City, Toyama Prefecture −
Yurie KOSHIBA
要　旨
　本稿は、集落営農組織による農地集積の先行地域である富山県砺波市を事例として、2005年
から2010年にかけての農業構造変化と大規模組織経営体の経営動向について分析した。とりわ
け水田・畑作経営所得安定対策を背景とした集落営農組織の設立と借地による農地集積の一層の
進展を確認した。
　またそうした状況下での大規模組織経営体の経営展開を実態調査から明らかにした。その結果、
水稲の規模拡大を図ることによるスケールメリットとコスト低減を追求する組織、米価下落を背
景に野菜や花卉等の新規作物の導入を図り販売収入を確保する組織、集落ぐるみ型で女性や高齢
者といった地域の内部人材を活用しつつ農地維持を図る組織の３つの方向性が見られた。ただし
農地維持や規模拡大プロセスでの農地貸借における調整問題、新規作物の導入の際の経営安定化
等の課題が残されており、地域や産地としてのサポート体制が望まれている。
　キーワード：集落営農、水田・畑作経営所得安定対策、企業的経営、集落ぐるみ型法人
Summary
　　This paper has focused on Tonami in Toyama prefecture, a preceding area of farmland 
collection by community-based farm cooperatives to analyze structural changes in agriculture 
and management trends of large-scale organized management entities during the period between 
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2005 and 2010. Particularly, the paper has confirmed further progress in establishment of 
community-based farm cooperatives due to Programs of Direct Payment for Paddy-Field Farming 
and in farmland collection by land rent. 
　　In addition, the fact-finding investigation under the circumstances revealed management 
development of large-scale organized management entities. The investigation indicates three 
types of organizational orientations; an organization pursuing scale merit and cost reduction by 
expansion of paddy field farming, an organization attempting to introduce novel crops including 
vegetables and flowers against the background of falling rice price and to secure circulation 
income and a community-based organization leveraging women and elderly in the community to 
maintain the farmland. However, the system providing supports from communities or production 
areas will be necessary since there remain challenges such as contention problems in farmland 
maintenance and borrowing and lending of farmland through the expansion process, and in 
management stabilization for novel crop introduction. 
　Keywords： community-based farm cooperatives, Programs of Direct Payment for Paddy-Field 
Farming, corporate-like management, agricultural community companies
Ⅰ　はじめに
　本稿は、集落営農組織の組織化と農地集積が先行する富山県砺波市を事例として、2005年か
ら2010年にかけての農業構造変化を分析する。同時に米価下落、担い手の高齢化、水田・畑作
経営所得安定対策といった状況下における大規模組織経営体の経営的対応、それを内包する地域
としての課題を明らかにする。
　富山県は安定兼業・水稲単作地帯であり、全国でも早い段階から集落営農の組織化が進行した。
そのため、各都道府県の農業構造の変化を分析した農林水産政策研究所１によると、1990年から
2005年における富山県の水田農業の特徴は、「組織対応型」に区分されている。すなわち福井県、
岐阜県、島根県、広島県とともに田の借地の引き受け手が主として農家以外の農業事業体である
という特徴を持つ。しかもそうした性格が2005年以前から全国に先駆けて先行していたことか
ら、「先発型組織化地域」と位置づけられている。さらに、橋詰２により2005年から2010年にか
けても引き続き組織対応型が維持されていることが確認されている。そうした中、2005年から
2010年にかけても大規模組織経営体による農地集積が一層進展したか否か、あるいはそれがど
の様に進展しているのかについては、実態調査から確認する必要がある。
　なお、富山県における近年の担い手の特徴と構造変化に関しては、農林水産政策研究所による
研究成果３がある。富山県砺波市の１地区を取り上げ、担い手による農業構造の再編について、
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将来予測も含めて詳細に分析がなされている。
　それに対し本稿では、大規模組織経営体が農地集積を一層進展させていることを明らかにしつ
つも、大規模組織経営体の経営展開の多様性や共通課題を明らかにし、地域や産地としての支援
策を提言することとする。
Ⅱ　富山県における集落営農の動向
（１）富山県における集落営農組織形成の推進
　本章では、富山県の農業構造について、その大きな特徴である集落営農の動向を中心に整理す
る。
　富山県では、1981年の「豊かなむらづくりパイロット事業」4以降、「集落営農推進委員会」
を中心として集落ぐるみによる営農体制の構築を推進し、国の政策に先立ち県独自に集落営農の
育成を図ってきた。さらに米政策改革大綱以降は集落営農組織の設立および法人化を積極的に推
進している5。2003年からの「農業法人等育成支援事業」では集落営農組織の法人化を推進し、
2006年からは「担い手育成支援事業」により集落営農組織及び個別経営の法人化を一層進めて
いる。
（２）組織数の増加と水田・畑作経営所得安定対策への対応
　次に「集落営農実態調査」から富山県の集落営農の動向を把握する。まず、集落営農組織数の
推移についてみると（図１）、2006年から2007年にかけて集落営農数の減少が見られ、解散・
図１　富山県における集落営農数の推移
資料：農林水産省「集落営農実態調査」を基に作成
注：１）「継続」、「解散・廃止」の動向は、該当年に生じたもの。「継続」は次年度に継続となったもの。
　　２）「新規」、「解散・廃止」とも統合による増加・減少を含む。
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廃止した集落営農は179か所に上った。ただしこれは経営悪化による解散・廃止よりも、2007
年からの水田・畑作経営所得安定対策の要件を満たすために集落営農の合併等が図られたことが
主な要因であると推察される。集積面積規模別（経営耕地面積および農作業受託面積）の構成の
変化をみると（表１）、2005年から2010年にかけて、20ha未満層の集落営農がいずれも減少傾
向にあり、「20 〜 30ha」、「30 〜 50ha」層が増加傾向にあることからも推察できる。そのため、
戸別所得補償モデル対策の始まる2010年には「５ha未満」および「５〜 10ha」層は増加に転
じている。他方で「50 〜 100ha」、「100ha以上」層はともにほぼ一貫して減少している。これ
は集落営農の更なる統合か、経営悪化による解散・分割か、あるいは組織内で担い手を確保した
ことによる個別経営への移行等が推察され、その実態を引き続き注視する必要がある。
（３）経営形態・経営内容の変化
　次に経営形態や経営内容の進展状況について検討する。
表１　富山県における集積面積規模別集落営農数（経営耕地面積＋農作業受託面積）
資料：小柴・大仲（2012）より転載。元データは農林水産省「集落営農実態調査」。
図２　富山県における形態別集落営農法人数
資料：富山県農業経営課調べ
注： 「協業経営組織」とは、組織で機械・施設の所有や共同作業を行い、収益・費用の
プール計算を行う任意組織。
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　先述のように、富山県では全国に先駆けて集落営農の組織化と法人化が積極的に推進されてき
た。2004年から2010年にかけての推移をみると（図２）、2005年にはそれまで集落営農の中心
であった「共同利用・共同作業組織」数を「協業経営組織」数が上回った。その後2008年にか
け「協業経営組織」が100組織以上も増加している。また「法人組織」も2004年から2010年に
かけて一貫して増加しており、この間、集落営農の組織化と法人化が一層急速に進められてきた
といえる。
　収支の一元経理の状況についても（表２）、いずれの部門においても一貫して一元化が進展し
ている。とりわけ2006年、2007年から2008年にかけて実施率が急速に上昇しており、水田・
畑作所得経営安定対策の影響が反映されている。
　最後に2010年における活動内容をみると（表３）、米、麦、大豆以外の「その他の作物」の生
産・販売を行う集落営農が30.8％あり、そうした組織では水田部門以外の新規作物の導入が図
られている可能性がある。ただし農産加工への多角化は全体の1.3％と限定的である。
表２　収支の一元経理の状況別集落営農数（富山県・複数回答）
資料：農林水産省「集落営農実態調査」より作成
表３　活動内容別集落営農数（富山県・2010年・複数回答）
資料：農林水産省「集落営農実態調査」より作成
小　柴　有理江
− 84 −
Ⅲ　富山県砺波市における大規模組織経営体による農地集積の高まり
　砺波市は、2010年における利用権設定率が42.1％、利用権設定面積が2,096haと高く（表４）、
富山県の中でも借地による農地流動化が特に進展している地域の一つである。そこで砺波市を事
例として、大規模組織経営体による水田耕地面積の集積状況を明らかにする。
表４　市町村別にみる利用権設定面積（富山県）
資料：北陸農政局調べ
注：利用権設定率＝利用権設定面積/市町村内農用地面積×100
図３　担い手による水田面積のシェア（砺波市）
資料：小柴・大仲(2012)より転載。元データは砺波市資料。
注：認定農業者には法人化した集落営農組織を含む。
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　砺波市では、「砺波市水田農業推進協議会」を中心に水田農業の担い手（ここでは認定農業者６
および集落営農組織を指すこととする）の育成・確保が図られている。同時に集落営農の法人化
も積極的に推進されている。これらの担い手の水田経営面積におけるシェアをみると（図３）、
2005年度から2007年度にかけては担い手のシェアが毎年10％近く上昇している。とりわけ水
田面積が４ha以上の認定農業者のシェアの拡大が著しく、2005年度に３割程度のシェアであっ
たものが、2010年度には５割以上を占めている。こうしたことから2007年から始まる水田・畑
作経営所得安定対策への対応として担い手への農地集積が急速に進んだことがうかがえる。その
結果、2010年度には市内の水田面積のおよそ７割を担い手が集積している。とりわけ法人化し
た集落営農組織を含む水田面積4ha以上の認定農業者が市内のおよそ半分を占めている７。
　さらに2010年度における担い手の内訳をみると、砺波市では大きく表のように分類８している
（表５）。第１に大規模法人である「受託組織（法人）」は市内の２割に相当する水田を耕作して
いる。構成員は集落内に限らない有志であり、経営規模の拡大を志向する傾向にある。第２に集
落を基盤とする「協業の集落営農組織（法人）」、「協業の集落営農組織（非法人）」、「共同作業・
共同利用組織（非法人）」は、合わせて市内の３割に相当する水田を集積している。集落内での
農地集積を目指し、一部では規模拡大を志向する組織もある。第３に家族経営が主である「個別
経営体（法人）」および「個別経営体（非法人）」で市内の２割を集積している。第４に表中以外
の残りの３割は認定農業者でも集落営農組織でもない経営体である。家族経営が中心であり、将
来はこうした層から農地が排出される可能性が高いとして、認定農業者への移行や集落営農組織
化、あるいは担い手への円滑な農地集積が課題となっている。
表５　砺波市における担い手の組織形態と水田面積シェア（2010年度）
資料：砺波市資料より作成
注：１）網掛けは筆者
　　２） 「受託組織」とは農作業を全面または一部受託する組織。「協業の集落営
農組織」とは共同作業を行い収支をプール計算する組織。「共同作業・共
同利用組織」とは共同機械を個別利用または共同で機械作業する組織（収
支は個別）。「個別経営体」とはそれ以外の経営体で主として家族経営。
いずれも砺波市の定義による。
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Ⅳ　大規模組織経営体の経営展開
　本章では、砺波市の地域農業において大きなウエイトを占めている大規模組織経営体の経営展
開と課題を明らかにする。大規模組織経営体による農地集積が進展する中、今後の経営展開はど
のように志向されているのか、また地域農業との関わりについて実態調査から明らかにする9。
　砺波市における実態調査からは大規模組織経営体の経営展開は大きく３つに分類される。すな
わち、①企業的経営であり今後も水稲の規模拡大を目指す経営体、②企業的経営でも水稲以外の
作物を主軸とする多角化経営、③集落ぐるみ型で地域資源の維持を目的とする経営体である。
（１）企業的経営により規模拡大を目指す経営体
　まず、規模拡大志向の大規模組織経営体を取り上げる。
表６　砺波市における規模拡大志向経営体の事例
資料：聞き取り調査より作成。小柴・大仲（2012）より一部転載。以下同じ。
注：いずれも2011年の実績である。
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ａ　水稲の規模拡大を一層推進する法人①：Ａ法人10
　Ａ法人は水稲主体の農事組合法人である。1978年に有志の農家５人が集まり機械の共同利用
を開始したことを契機に設立された組織である。1981年に法人化し、出資者は５名である。
　2011年の経営面積は田が105haであり、うち水稲70ha、大豆・大麦35haを作付している。こ
の他にハウス１棟を利用して夏期はトマト、冬期は白ネギを生産している。このほかに作業受託
として田植え・代かき３ha、稲刈り５〜６haを受託している。
　労働力は常勤役員３名（40代１名、50代２名）が作業に従事するほか、正職員が５名（40代
１名、30代３名、20代１名）、パート職員が４名である。その他繁忙期にはアルバイトを雇用す
る。なお2008年に役員１名が退職し、入れ替わりに正職員２名を雇用して世代交代を図っている。
　米の品種構成はてんたかくが15 〜 16ha、コシヒカリが53haである。生産した米の８割は独
自に消費者や小売企業へ直接販売している。1994年頃から冬期の白ネギ栽培、2006年頃から夏
期のトマト栽培を開始した。両者とも市内スーパーのインショップで販売しているものの、それ
以外の本格的な出荷は行わず、地権者へ配布するなどしている。そのため農産物販売金額のほと
んどを水稲が占めている。またコスト削減のために冬期は自社で農業機械のメンテナンスを行っ
ている。
　Ａ法人は、所在する地区（旧村）の範囲にほとんどの経営耕地が存在している。地区以外にあ
る農地は４〜５haである。同地区にはＡ法人以外にも４つの集落営農組織があり、それらと合
わせると地区の半分程度を集積11している。ここ４〜５年は毎年約１haのペースで面積を拡大し
てきた。しかし2010年は解散した営農組織の農地12haを引き受け、一度に経営耕地を拡大した。
他方で集落営農組織との農地集積をめぐる競合もあり、借り受けていた農地の委託先を集落営農
組織に変更される場合もあるという12。例えば2012年は集落営農組織に利用権設定を変更する
農地は３ha、代わりに集落営農組織のない地域から新たに２haを借り入れる予定である。こう
した周囲の状況変化に伴う突発的な経営規模の変化があるため、経営計画を立てにくい状況にあ
る。しかし全体としてみると高齢化が進む中、今後も農地拡大の潜在性はあるという。
　Ａ法人は、現在のところ水稲以外の作物の本格的な導入は予定していない。新規作物を導入し
ても採算性が合う見込みが立たないためである。しかし、もはや水稲のコスト削減の余地もない
ため、今後は毎年２〜３haずつのペースで規模拡大し、直接販売することで利益確保を目指す
という。
ｂ　水稲の規模拡大を一層推進する法人②：Ｂ法人
　Ｂ法人は水稲主体の農事組合法人である。1987年に規模拡大志向の農家３戸が任意組合を発
足させ、翌1988年に法人化して農事組合法人となった。2002年に地区内の集落営農組織と合併
し、現在に至っている。
　2011年の経営面積は水稲75ha、大麦33ha（裏作として大豆10ha）、リンゴ1.7haの計107ha
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である。なお、リンゴは1996年に栽培を開始し、2003年から収穫が可能となっている。その他
に育苗ハウスを利用したトマト栽培、大麦の後作として露地トウモロコシを栽培している。作業
受託は３ha、大麦２haである。かつては作業受託による現金収入を得ていたものの、現在は作
業受託から全面委託へと移行している。育苗は3,000枚行い、自社で使用する以外の余剰分は販
売している。
　労働力は常勤役員３名（50代１名、30代２名）が作業に従事するほか、正職員５名（50代男
性１名、20代男性３名、50代女性１名）を雇用している。また研修生の受け入れも積極的に行っ
ており、雇用促進事業を活用して30代女性１名および20代女性１名を雇用している。なお2010
年には常勤理事であった60代男性２名が退任しており、組織の世代交代を図っている。
　水稲の品種構成はてんたかく12ha、コシヒカリ51ha（うち６haは直幡）、新大正モチ12haで
あり、全て特別栽培となっている。収量の低い地域もあるため、特別栽培でないと採算が合わな
いためであるという。米の販売先はほぼ卸であり、モチ米は餅製造企業と契約販売を行っている。
またリンゴは直接販売、トマトおよびトウモロコシはスーパーのインショップでの販売が主であ
る。この他冬場の作業として、自社の農業機械メンテナンスを行い、コストを抑制している。JA
からも農業機械修理の仕事を請け負っているものの、最近は減少傾向にある。
　Ｂ法人は半径５km以内で農地を集積している。周辺地域では多くが高齢化して離農しており、
経営面積は毎年２〜３haずつ増加している。同一集落内には大規模な認定農業者が存在するが、
その認定農家は付近の他の集落で規模拡大を進めている。そのため今後も農地は順調に増えてい
くと考えており、水稲の規模100haを目標としている。その規模までであれば現在の労働力で対
応できるためである。他の作物を導入するにはさらに雇用を増やす必要があり、基本的には行わ
ない方針である。
（２）企業的経営により多角化を志向する組織経営体
ａ　水稲の大規模栽培から施設園芸部門へ：Ｃ法人
　Ｃ法人は法人化した集落営農組織である。1980年代半ばに組織化された30ha、60ha規模の２
つの集落営農が合併し、1995年に法人化した。
　2011年の経営耕地面積は水田が125ha、うち水稲83ha、大豆・大麦38ha、畑が0.6haでキャ
ベツ、ハクサイを栽培している。またハウス８棟で花苗、野菜苗、軟弱野菜を栽培している。作
業受託は耕うん・代かきが12ha、刈り取りが12ha、田植えが６ha、育苗が１万枚である。米の
品種構成はコシヒカリ45ha、うち５haは特別栽培、てんたかくが20haで、うち2.5haは飼料用、
2.5ha備蓄用となっている。このほかてんこもりが20ha弱である。Ｃ法人の場合は特別栽培米よ
りも慣行栽培のコシヒカリの方がよく売れるため、慣行栽培を主としている。
　労働力は常勤役員の60代男性４名、50代男性１名である。正職員は計７名で50代男性１名、
50代女性１名、30代男性２名、30代女性１名、20代男性１名、20代女性１名である。また季
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節パート２名は上述の役員１名、正職員２名とともに花卉栽培を中心に行う。
　米の販売先はいずれの品種でもJA ６割、飯米２割、県内外の外食企業等への販売が２割である。
宅配も行っており、顧客は100戸程である。野菜苗はホームセンターで販売を行っており、価格
と量が安定している部門である。野菜は卸売市場での販売が多いが、そのほか給食センターとの
契約販売、インショップなどでも販売している。花卉は葉ボタン、パンジーが主で中部地方向け
に販売される。農産物販売収入のうち米が８割、花卉、野菜が1.5割を占める。
　経営耕地は毎年５haずつのペースで増加し、他方で２〜３ha減少している。それは能率の上
がらない遠方の農地をその近くの他の担い手に任せ、近隣での農地集積に切り替えているためで
ある。かつてＣ法人は農地集積のために遠方の農地も集積してきたが、６〜 7年前からはむしろ
集落内から農地が出始めているため、半径６〜７km圏内に集約しつつあるという。同じ旧村に
は集落営農が４組織あるが、各集落内での営農で完結しているため、競合はしていないという。
　将来は水田面積を現在の労働力で効率的に行うことができる80 〜 90haに抑える。その上で野
表７　砺波市における多角化志向経営体の事例
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菜、花、水稲の苗づくりに力を入れ、またキャベツ、キュウリを地域内での販売拡大に向けて伸
ばしていく見込みである。
ｂ　労働力の確保を契機に野菜の契約栽培へ：Ｄ法人13
　Ｄ法人は法人化した集落営農組織であり、水稲と施設野菜が経営の柱である。1990年に兼業
農家８名が出資して農事組合法人を設立した。設立の際には集落全戸参加を目指していたが、経
営の一元化などに理解が得られず、集落内の６名（10ha）および他地区の２名（５ha）での設
立となった。1991年頃から兼業先を定年退職するメンバーが出始めたため、新たに野菜部門を
設けた。ただし当初は野菜部門は個人の独立採算とした。その後野菜部門を強化し、1995年に
法人としてミディトマトの栽培を開始し、地元スーパーとの契約栽培とした。2000年には同じ
く白ネギの契約栽培を開始した。こうした契約栽培の進展もあり、2003年に株式会社化した。
2009年にはハウスを15棟（21a）増設し、冬場の作業として軟弱野菜の栽培を開始した。2011
年には増資して新たに30 〜 40代の若者２名が株主として加わった。
　経営耕地面積は45ha、うち水稲28ha、大豆6ha、ネギ7haである。ほかにハウス20棟でミディ
トマト、ミズナ、コマツナ、ホウレンソウ等の軟弱野菜を栽培している。
　現在は出資者８名中３名が主に出役し、うち理事長が専従となっている。他の出資者は高齢化
等により出役が困難になりつつあるという。他に出資者でもある常時雇用者２名（30 〜 40代）、
常時パート３名（男性２名、インショップ担当１名）、季節パート20名が従事している。なおＤ
法人では常時雇用者であっても時給制であり、労働時間帯を自由に設定して働きやすくしつつ、
コストを抑制している。
　米の販売は直接販売が２割、JAが８割である。今後は販売額確保のため直接販売部分を拡大
していくとのことである。ネギは規格に応じてスーパーとの直接契約、加工用、インショップに
分けて出荷している。なお2010年の農産物販売収入の５割以上を野菜部門が占めている。
　Ｄ法人では、今後は水稲の規模拡大を図る予定はないという。現在は半径２km圏内で水田を
集積しており、今後、ここからさらに10ha程度の農地集積が見込める。しかしＥ法人の所在す
る地区（旧村）には７集落に11の集落営農組織があり、これ以上の規模拡大は難しいと判断し
ている14。そのため今後は水稲の独自販売を行うほか、軟弱野菜の栽培を中心としていくとのこ
とである。
（３）集落ぐるみ型組織で地域農業の維持を目指す経営体
ａ　集落ぐるみ型組織への過渡期：Ｅ法人
　Ｅ法人は2002年に７戸をメンバーとして任意団体を設立した。当初は機械の共同利用組織で
あったが、2005年に大豆をオールプール化した。2007年には品目横断的経営安定対策に加入す
るため、水稲もプール化した。同時に構成員５戸が加わり、計12戸、経営耕地面積は33haとなっ
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た。2008年から2010年にかけてさらに３戸が加わり、2010年に法人化して農事組合法人となっ
た。
　2011年の経営面積は水田が38ha、うち水稲が27ha、大豆11haである。利用権設定は組合員
の所有地の他、組合員以外からも４ha受託している。耕作を行う農地は、当該集落と従来から
出耕作を行ってきた集落である。
　作業の出役は基本的に出役表に基づく全戸出役である。定年退職者や兼業農家がほとんどであ
り、専任のオペレーターはおらず、面積に応じて出役を行う。出役の賃金は１時間あたり1000
円である。水管理や草刈りは各戸に「逆委託」し、実質的に地主が管理している。
　Ｅ法人は集落内での農地集積を目指すものの、地域外での規模拡大や新規作物の導入による利
益の増大は目指していない。
ｂ　集落ぐるみ型で農地を維持：Ｆ法人15
　Ｆ法人は水稲中心の集落営農組織である。2008年に集落の農家14戸によって任意組織として
設立された。同年の麦作から協業を開始し、2009年より麦以外も全て協業化している。さらに
2011年に法人化して組合員16戸の農事組合法人となった。
　経営耕地面積は18haであり、このうち水稲は13.8ha、麦・大豆は3ha、タマネギは1.2haである。
なお水稲のうち２haは組合員以外からの受託である。組合員は兼業農家や定年退職者であり、
表８　砺波市における集落ぐるみ型集落営農組織の事例
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平均60代、組合長は70代である。専従者はおらず、農作業は出役表を作成して出役する。基本
的には全戸が出役することとしているが、実際には出役しやすい組合員が出役している。
　機械作業は若い組合員に経験させるように意識している。技術継承を行うためである。ただし
熟練ではない作業員による作業は時間を要するため、出役賃金を１時間当たり800円と低めに設
定している。作業はほぼ協業化しているが、水管理や草刈りは個々の組合員に作業料金を支払っ
て「逆委託」している。また乾燥・調整も各組合員が機械を所有しているため、現時点では法人
から各戸に作業料金を支払って逆委託している。タマネギは任意組合設立当初の2008年から作
付しているものの、土壌条件や栽培技術に課題があり、赤字部門となっている。
　農産物の販売は飯米、縁故米や集落内の非農家への販売以外はJA出荷である。また2010年の
助成金収入が総収入のおよそ３割を占めている。機械はほとんど補助事業を利用して購入してお
り、今後、機械購入の費用を積み立てていきたいとしている。
　なおＦ法人では現在のところ、集落内での農地の引き受け手となる意向はあるものの、集落外
での規模拡大や多角化を目指す予定はないという。
ｃ　集落ぐるみ型で女性・高齢者を活用し、収益部門に：Ｇ法人
　Ｇ法人は法人化した集落営農組織である。組織の前身は1980年にできた大豆転作組合であり、
1990年に任意組合として発足した。発足時は機械の利用組合としての性格が強かったが、1992
年に転作大豆の集落経営を協業型で実施した。1996年に育苗ハウス13棟を導入した。2002年
に協業組織となり、販売を一元化した。さらに2004年には組合員16戸の農事組合法人、特定農
業法人となった。2005年にはチューリップの栽培を開始している。
　2011年の経営面積は水田が23ha、うち水稲17.1ha、大豆5.9ha、畑0.1haでチューリップの球
根栽培、ハウス13棟で育苗およびチューリップの切り花栽培を行っている。
　組合は16戸で構成され、機械部会、転作部会、育苗部会、管理部会、女性部、庶務会計、監事、
顧問などで構成されている。組合員は平均年齢50 〜 60代であり、その後継者（20 〜 30代）も
参加している。水稲、大豆部門の出役は計画出役であり、基本的に全戸が出役し、都合がつかな
い場合は組合員間で調整を行う。チューリップは女性部で組織をつくり、女性10名ほどで栽培
に従事している。
　米の販売はJAの乾燥・調整施設が近隣にあるためJAが主である。現在力点を置いているのは
チューリップギフトである。切り花10万本のうち、９割はギフトや直売による販売である。ギ
フトのうち半分はJAを通じたギフト販売、４割は自己でインターネット販売、１割はインター
ネットオークションでの販売である。農産物販売収入のうち約３割がチューリップの売り上げで
あり、今後もこの部門を伸ばしていくという。
　同法人がある旧村には７つの集落営農組織と１つの大規模組織経営体があり、これらの組織に
地区の耕作面積の85％と集積されているという。そのため、Ｇ法人では集落の外に出て水田経
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営面積を拡大する意向はない。集落内での農地集積に加え、花卉栽培の周年化を図り、女性や高
齢者の働く場を確保していく方針である。
Ⅴ　おわりに
　大規模組織経営体、とりわけ集落営農組織による農地集積の先行地域である富山県砺波市を事
例として、2005年から2010年にかけての農業構造変化と経営動向について分析した。2007年
の水田・畑作経営所得安定対策を背景に、全国の他の地域ほどドラスティックではないものの、
大規模組織経営体、特に集落営農組織の設立と農地集積が一層進んだことを確認した。
　その上で、大規模組織経営体の経営展開を実態調査から明らかにした。その結果、大規模組織
経営体の展開方向は大きく次のように分かれる。１つは水稲を主軸に集落内に限定せず規模拡大
を図り、スケールメリットとコスト低減を図る組織である。２つ目は集落営農等を出発点としな
がら、法人化や米価下落を契機に園芸品目等の新規作物の導入を図り、販売収入を確保する組織
である。３つ目は集落ぐるみ型で構成員の参加を図りながら、農地を維持する集落営農組織であ
る。
　ただし、こうした経営体も各々課題を抱えている。規模拡大志向の経営体は、高齢化に伴う農
地集積の潜在性はあるものの、一部では借地をめぐる集落営農組織との競合が生じている。それ
は安定的な経営発展を妨げる要因となっており、双方にとって経営メリットのある農地利用調整
が必要とされる。他方で新規作物を経営の柱とする経営体であっても、その収益性は必ずしも安
定的であるとはいえない。従来水稲作中心の地域であったため、ニーズのある新規作物の選定、
商品化のための栽培技術の確立、販売体制の整備が整っておらず、各組織が個別に試行している
段階にある。しかし、新規作物の導入は、むしろ集落営農組織において導入される傾向にあり、
集落営農組織の法人化が進展する中で、こうしたケースがさらに増加することが見込まれる。今
後は産地レベルでのサポート体制や組織間のネットワークづくりといった、地域農業振興の視点
からの支援策が必要となろう。
 （こしば　ゆりえ・農林水産政策研究所　研究員）
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